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株式会社エナジースイッチの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 
 

 

  当社は、2024年１月31日開催の取締役会において、下記の通り、株式会社エナジースイッチ（以下

「エナジースイッチ社」という。）の発行株式の全部を取得（以下「本株式取得」という。）し、子会

社化すること（以下「本子会社化」といいます。）について決議しましたので、お知らせいたします。 

  

 

１．株式取得の理由 

当社は、2003年に人材育成サービス提供を目的とする会社として設立し、「育成の成果にこだわる」

ことを合言葉に主に国内大手企業向けに人材育成事業を行っております。 

エナジースイッチ社は、2008年7月に設立され、「まだ見ぬベストフィットを探し、人と組織が元気に

なるスイッチを入れる。」ことをMissionに掲げ、「プロイズム」を軸に、徹底した「カスタマイズ」

「カスタマーイン」という考え方を基に、人材育成や組織開発という企業経営の根幹について日本の大

手企業を中心にサービスを展開しております。 

 

当社は、エナジースイッチ社の持つ顧客基盤へ当社サービスの提供を行うことによる販路拡大を通

し、より事業の成長を促進していけるものと考えております。また、エナジースイッチ社は「ダイバー

シティー＆インクルージョン」に特に強みと知見を有することから、当社の顧客にこれらの強みを活か

したコンテンツの提供を行うことによる相乗効果にも大きな期待を寄せております。そのため、本株式

取得により既存事業である法人向け人材育成事業との相互連携の実施によるシナジー効果によって当社

のさらなる発展を実現できるものと判断いたしました。 

 

 

２．異動する子会社の概要 

（１）名称 株式会社エナジースイッチ 

（２）所在地 東京都千代田区神田錦町 3-15 名鉄不動産竹橋ビル 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 平川 明日香 

（４）事業内容 企業内人材育成プログラムの実施 

組織活性化支援の企画・運営 

人事組織コンサルティング事業 

（５）資本金 10百万円 

（６）設立年月日 2008 年 7 月 1 日 

（７）大株主及び持ち株比率 平川 明日香 100.0％ 

（８）上場会社と当該会社との

間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 
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（９） 最近 3年間の財政状態および経営成績 

決算期 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

純資産 108百万円 118百万円 132百万円 

総資産 221百万円 201百万円 174百万円 

1株当たり純資産 241,390円 263,353円 293,578円 

売上高 124百万円 133百万円 155百万円 

営業利益 8百万円 8百万円 17百万円 

経常利益 19百万円 12百万円 18百万円 

当期純利益 12百万円 9百万円 13百万円 

1株当たり当期純利益 28,845円 21,963円 30,225円 

1株当たり配当金 0.00円 0.00円 0.00円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏名 平川 明日香 

（２）住所 非公開 

（３）上場会社と当該 個人の関係 該当事項はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 0株 

（議決権の数：0 個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２）取得株式数 450株 

（議決権の数：450個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

（３）異動後の所有株式数 450株 

（議決権の数：450 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

（４）取得価額 取得価格           143百万円 

アドバイザリー費用等（概算額） 13百万円 

合計（概算額）        156百万円 

 

５．日程 

（１） 取締役会決議日 2024年 1月 31日 

（２） 株式譲渡契約締結日 2024年 1月 31日 

（３） 株式譲渡実行日（予定） 2024年 4月 1日 

 

 

６．今後の見通し 

本件が、当社の2024年12月期業績に与える影響は軽微であると考えておりますが現在精査中です。 

なお、既存事業である法人向け人材育成事業との相互連携を実施する予定であり、今後、業績に重大

な影響を与えることが明らかになった場合は、速やかに開示いたします。 

 

 

以上 


